
 

 

区民委員会報告資料 
 

 

 

 

令和元年１２月６日 
 

 

 

報告事項件名 

 

 

 １ 戸籍住民課窓口等業務委託評価委員会の評価結果について ・・・・・・ ２ 

 

 ２ 住民基本台帳事務における特定個人情報保護評価の再実施について ・・ ５ 

 

 ３ 国民健康保険業務等委託評価委員会の評価結果について ・・・・・・・ ６ 

 

 ４ オンライン資格確認に伴う特定個人情報保護評価の再実施について ・・ ９ 

 

 ５ 国保財政健全化計画の進捗について ・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 

 ６ 後期高齢者医療保険料率の改定「算定案」について ・・・・・・・・・１２ 

 

 ７ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について ・・・・・・・・・１６ 

 

 ８ 平成３０年度東京都後期高齢者医療広域連合決算について ・・・・・・２０ 

 

 

 

 

（区 民 部） 



区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年１２月６日 

件   名 戸籍住民課窓口等業務委託評価委員会の評価結果について 

所管部課名 区民部戸籍住民課 

内  容 

戸籍住民課窓口等業務委託について、評価委員会を開催したので下記のとおり

結果を報告する。 

記 

１ 結果 

（１）評価項目ごとの委員評価平均点 

 
 

＊１：合格ライン（４．０点） 

＊２：条件付き（一部改善項目あり）合格ライン（３．５点） 

※１～１８は５点満点。１９は１０点満点のため１／２表示をした。 

※各評価項目の平均点が３．５点を下回った場合は指摘事項となる。 

※評価項目の評価基準の詳細は、別紙のとおり。 

 

（２）評価項目１～１９の総合得点（合格は８０．０点以上） 

委員評価平均点 ８６．２点 （最高９１点、最低８２点） 

評価結果 合  格 

 

（３）高かった評価項目 

項目 

番号 
評価項目 評価基準 

委員評価 

平均点 

１６ 
利用者満足度 

（アンケート） 

態度や言葉づかい、身だしな

み、説明などについての区民評

価 

５．０ 

１７ 
利用者満足度 

（アンケート） 

処理スピードに関しての区民評

価 
５．０ 

 

4.0 
4.3 4.3 4.5 4.3 4.5 

4.0 4.2 4.3 4.3 4.2 4.0 
4.3 

4.0 4.0 

5.0 5.0 4.8 

4.0 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

平均
点

評価項目番号

＊１

＊２

２ 



（４）低かった評価項目 

項目 

番号 
評価項目 評価基準 

委員評価 

平均点 

１９ チャレンジポイント 

事業者の創意工夫により、区民

満足度向上のための取組みを行

っている。 

４．０ 

 

２ 開催日時 

令和元年１１月５日（火）午後１時３０分～午後５時 

 

３ 委員構成 ６名（外部委員４名、庁内委員２名） 

外部委員を委員長、区民部長を副委員長とし、学識経験者（弁護士等）及

び庁内関係管理職を委員とした。 

 

４ 評価項目と評価の考え方 

評価項目は別紙のとおり、チャレンジポイントを含めて１９項目、４点を

基準とし各項目５段階で評価した。 

 

５ 評価委員会からの要望事項等 

航空会社の外部講師による実践的な接客研修を行ったとのことだが、例え 

ば受講者からのアンケート内容を分析するなどし、今後もより良い区民サー 

ビス向上が図られることを期待したい。 

 

問 題 点 

今後の方針 

評価委員会の評価結果は合格点であった。それぞれの各項目ごとの評価結果に

ついて受託事業者へ通知し、今後も現在のサービスレベルを維持し区民サービス

の更なる向上を目指す。 

 

３ 



 

別 紙  各評価項目番号の評価基準 

 

評価項目

番号 
評価基準 平均点 

1 
窓口における今年度 8月末時点の平均待ち時間は、委託仕様書の業務水準（平成

28年度：42秒）以下の状態にある。 
4.0 

2 各業務における成果物の納期管理を達成している。 4.3 

3 個人情報保護及び情報セキュリティについて、法令等を遵守している。 4.3 

4 守秘義務誓約書(受託者用・従事者用とも）を区に提出している。 4.5 

5 

従事者はＵＳＢ等の電子媒体の持出しと持込みをする都度、管理簿に記録してい

る。業務責任者もしくは業務管理者は毎日の業務終了後、各業務で管理している

媒体の所在を確認している。 

4.3 

6 
業務上発生した紙文書はセキュリティＢＯＸに一時保管し、区職員確認の上、職

員に引き渡している。 
4.5 

7 
現金管理については、ルールを定め、それに基づき取扱いを行っている（収納・

庶務担当）。また、駐車券は係毎に管理簿をつけ、毎日枚数チェックしている。 
4.0 

8 
セキュリティ及び業務の品質管理について内部監査を実施し、その結果を区に報

告している。また、維持・改善に向けた提案を行なっている。 
4.2 

9 業務従事者に対して、セキュリティ研修を実施し、その結果を区に報告している。 4.3 

10 労働基準法等の労働関係法令を遵守している。 4.3 

11 
業務報告書（月次）、業務実績報告書（日次・月次）、受託業務区分ごとの統計資

料を成果物として区へ提出している。 
4.2 

12 
業務従事者を一日及び契約期間を通じ業務に支障をきたすことのないよう確保

し、業務を完遂している。 
4.0 

13 

事業者は現場管理責任者を選任し、従事者の指揮監督や業務の進捗管理を行うと

共に、発注者の監督員との主たる窓口となり、役割（業務全体のマネージメント

等）を十分果たしている。 

4.3 

14 

毎月の定例会で、業務処理等に関して生じた不具合やトラブルなどについて、原

因の調査を行い、調査結果を報告するとともに再発防止及び業務改善を図ってい

る。 

4.0 

15 受託事業者の経営状況からみた、安定性・信頼性 4.0 

16 
態度や言葉づかい、身だしなみ、説明などについての区民評価 

（７月アンケートＱ１６） 
5.0 

17 処理スピードに関しての区民評価（７月アンケートＱ４） 5.0 

18 
名札をお客様に見えるよう着用し、服装についても区の接客マニュアルを準拠し

ている。 
4.8 

19 事業者の創意工夫により、区民満足度向上のための取組みを行なっている。 4.0 

 

委員評価平均点 ８６．２点 

 

４ 



区 民 委 員 会 報 告 資 料 

 令和元年１２月６日 

件  名 住民基本台帳事務における特定個人情報保護評価の再実施について 

所管部課名 区民部戸籍住民課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内  容 

 

 

 

 

 

 

特定個人情報保護評価は５年ごとに行う。ついては、平成２７年の実施

から５年を迎えるため、再評価を実施する。 

 

１ 再評価の概要 

（１）対象事務 

住民基本台帳に関する事務 

（２）主な評価項目 

ア 特定個人情報ファイルの記録項目 

イ 特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策等 

（３）パブリックコメントの実施 

ア 期間 

 令和２年１月６日（月）～２月５日（水） 

イ 方法 

あだち広報１２月２５日号及びホームページにおいて区民に周 

知し、所管課窓口、ホームページにて資料を閲覧に供する。意見 

については、書面にて所管課窓口へ持参、郵送、ファックス又は、 

ホームページの意見受付フォームにて入力されたものを受付ける。 

 

（４）第三者点検の実施 

評価書修正案及びパブリックコメント実施結果について、情報公 

開・個人情報保護審議会の小委員会が点検を実施 

 

２ 評価書の公開  

令和２年２月下旬を予定 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

１ 評価書修正案に対する区民等の意見や、第三者点検の実施結果につい

て検討し、評価書に反映させる。 

２ 第三者点検終了後、国の「個人情報保護委員会」に提出する。 

 

５ 



区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年１２月６日 

件   名 国民健康保険業務等委託評価委員会の評価結果について 

所管部課名 区民部国民健康保険課 

内  容 

国民健康保険業務等委託について、評価委員会を開催したので下記のとおり

結果を報告する。 

記 

１ 結果 

（１）評価項目ごとの委員評価平均点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

＊１：合格ライン（４.０点） 

＊２：条件付き（一部改善項目あり）合格ライン（３.５点） 

※１～１８は５点満点。１９は１０点満点のため１／２表示をした。 

※各評価項目の平均点が３．５点を下回った場合は指摘事項となる。 

※評価項目の評価基準の詳細は、別紙のとおり。 

 

（２）評価項目１～１９の総合得点（合格は８０.０点以上） 

事業者 委員評価平均点 評価結果 

パーソル 

テンプ 

スタッフ 

８５.２点（最高８９点 最低８２点） 合  格 

ＤＡＣＳ ８６.７点（最高９１点 最低８４点） 合  格 

 

 

 

 

 

4.0

4.7

4.2
4.3 4.3

4.7

4.2 4.0 4.0 4.0
4.24.2 4.0 4.0 4.0

5.0 5.0

4.2 4.2

5.0
4.5

4.0

5.0

4.0

4.7
4.3 4.0 4.2 4.0 4.2

4.2
4.0 4.0 4.0

5.0 5.0

4.3 4.2

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

パーソルテンプスタッフ平均 ＤＡＣＳ平均

評価項目番号 

*1 
 

*2 

６ 



（３）高かった評価項目 

事業者 
項目 

番号 
評価項目 評価基準 

委員評価 

平均点 

パーソル

テンプ 

スタッフ 

１６ 

利用者満足

度（アンケ

ート）接遇 

態度や言葉づかい、身だしなみ、

説明などについての区民評価（９

月アンケートＱ１～３合計） 

５.０ 

ＤＡＣＳ １ 

サービスレ

ベル（窓口

待ち時間） 

窓口における今年度８月末時点の

平均待ち時間は、委託仕様書の中

で定めたモニタリング指標の基準

である平成２９年度の平均待ち時

間以下である。 

５.０ 

（４）低かった評価項目 

事業者 
項目 

番号 
評価項目 評価基準 

委員評価 

平均点 

パーソル

テンプ 

スタッフ 

９ 
セキュリテ

ィ教育 

業務従事者に対して、セキュリテ

ィ研修を実施し、その結果を区に

報告している。 

４.０ 

※セキュリティ教育について、１回目の研修は実施済みであるが、２回目 

の研修は１２月から１月に実施予定のため、実施時期を早めるよう指摘 

があった。   

※ＤＡＣＳについては、特に議論はなく、最高得点で合格しているものの、 

４点台がいくつかあることから、区としては今後もさらに一層の品質向 

上を求めていく。 

 

２ 開催日時 

令和元年１１月５日（木）午後１時３０分～午後５時 

 

３ 委員構成 ６名（外部委員４名、庁内委員２名） 

外部委員を委員長、区民部長を副委員長とし、学識経験者（弁護士等） 

及び庁内関係管理職を委員とした。 

 

４ 評価項目と評価の考え方 

評価項目は別紙のとおり。チャレンジポイントを含めて１９項目、４点を 

基準とし、各項目５段階で評価した。 

 

５ 評価委員会からの要望事項等 

（１）パーソルテンプスタッフ 

ア セキュリティ教育については、実施時期を早めること。 

イ 身だしなみについて、合格点には達しているが、窓口でのマスク着用 

の可否において委員のなかで意見が分かれた。今後、窓口でのマスク着 

用に関する区民への周知方法も含め、対応を検討していくこと。 

（２）ＤＡＣＳ 

要望事項は特になし。 

問 題 点 

今後の方針 

評価委員会の評価結果は合格点であった。各項目の評価結果については、受

託事業事業者へ通知し、今後も区民サービスの更なる向上を目指していく。 

 
７ 



別 紙  各評価項目番号の評価基準 

評価項目

番号 
評価基準 

テンプ 

平均点 

ＤＡＣＳ 

平均点 

1 

窓口における今年度８月末時点の平均待ち時間は、委託仕様書の中で定め

たモニタリング指標の基準である平成２９年度（２０１７年度）の平均待

ち時間以下の状態にある。 

4.0 5.0 

2 各業務における成果物の納期管理を達成している。 4.7 4.5 

3 個人情報保護及び情報セキュリティについて、法令等を遵守している。 4.2 4.0 

4 守秘義務誓約書（受託者用・従事者用とも）を区に提出している。 4.3 5.0 

5 

従事者はＵＳＢ等の電子媒体の持出しと持込みをする都度、管理簿に記録

している。業務責任者もしくは業務管理者は毎日の業務終了後、各業務で

管理している媒体の所在を確認している。 

4.3 4.0 

6 
禁忌品を除き、業務上発生した紙文書は担当者が確認後、さらに業務責任

者または業務管理者が再度確認した上、破棄している。 
4.7 4.7 

7 

現金管理については、ルールを定め、それに基づき取扱いを行っている（収

納・庶務担当）。また、郵券・駐車券は係毎に管理簿をつけ、毎日枚数チェ

ックしている。 

4.2 4.3 

8 
セキュリティ及び業務の品質管理について内部監査を実施し、その結果を

区に報告している。また、維持・改善に向けた提案を行っている。 
4.0 4.0 

9 
業務従事者に対して、セキュリティ研修を実施し、その結果を区に報告して

いる。 
4.0 4.2 

10 労働基準法等の労働関係法令を遵守している。 4.0 4.0 

11 
業務報告書（月次）、業務実績報告書（日次・月次）、受託業務区分ごとの

統計資料を成果物として区へ提出している。 
4.2 4.2 

12 
業務従事者を一日及び契約期間を通じ業務に支障をきたすことのないよう

確保し、業務を完遂している。 
4.2 4.2 

13 

事業者は、業務統括責任者、業務責任者を選任し、従事者の指揮監督や業

務の進捗管理を行うと共に、発注者の監督員との主たる窓口となり、役割

（業務全体のマネージメント等）を十分果たしている。 

4.0 4.0 

14 

毎月の定例会で、業務処理等に関して生じた不具合やトラブルなどについ

て、原因の調査を行い、調査結果を報告するとともに再発防止及び業務改

善を図っている。 

4.0 4.0 

15 受託事業者の経営状況からみた、安定性・信頼性 4.0 4.0 

16 
態度や言葉づかい、身だしなみ、説明などについての区民評価（９月アン

ケートＱ１～Ｑ３合計） 
5.0 5.0 

17 処理スピードに関しての区民評価（９月アンケートＱ４） 5.0 5.0 

18 
名札をお客様に見えるよう着用し、服装についても区の接客マニュアルを

準拠している。 
4.2 4.3 

19 事業者の創意工夫により、区民満足度向上のための取組みを行っている。 4.2 4.2 

 

 パーソルテンプスタッフ ＤＡＣＳ 

委員評価平均点 ８５．２点 ８６．７点 

 
８ 



区 民 委 員 会 報 告 資 料 

 令和元年１２月６日 

件  名 オンライン資格確認に伴う特定個人情報保護評価の再実施について 

所管部課名 区民部国民健康保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内  容 

 

 

 

 

 

 

 令和２年度から、全国の保険医療機関等でマイナンバーカードまたは保

険証を提示すると、健康保険の資格情報がオンラインで確認できるように

なる（別紙左上「新規取組」の点線で囲まれた中）。医療保険者等向け中間

サーバーに、新たにマイナンバーを連携することとなるため、リスク対策

等について厚生労働省が示すとおりに特定個人情報保護評価書を変更し、

再評価を実施する。 

 

１ 再評価の概要 

（１）対象事務 

国民健康保険に関する事務 

（２）主な変更予定箇所 

特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 

（３）パブリックコメントの実施 

ア 時期 

厚生労働省からひな型が提示され次第、速やかに実施する。 

イ 方法 

あだち広報及びホームページにおいて区民に周知し、所管課窓 

口、ホームページにて資料を閲覧に供する。意見については、書 

面にて所管課窓口へ持参、郵送、ファックス又は、ホームページ 

の意見受付フォームにて入力されたものを受付ける。 

（４）第三者点検の実施 

評価書修正案及びパブリックコメント実施結果について、情報公

開・個人情報保護審議会の小委員会が点検を実施 

 

２ 評価書の公開  

年度内を予定 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

１ 評価書修正案に対する区民等の意見や、第三者点検の実施結果につい

て検討し、評価書に反映させる。 

２ 第三者点検終了後、国の「個人情報保護委員会」に提出する。 

 

９ 



オンライン資格確認（概要） 別紙

オンライン資格確認等システム

紐づけ番号

個人単位被保険者番号

資格情報

医療保険者等向け中間サーバー

紐づけ番号

個人単位被保険者番号

資格情報

マイナンバー

機関別符号（※）

個人単位
被保険者番号

資格情報

マイナンバー

支払基金・国保中央会

国保情報集約
システム

個人単位
被保険者番号

資格情報

マイナンバー

保険者

個人単位
被保険者番号

または

資格情報

氏名、生年月日、
性別、保険者名、
資格取得・喪失日、
負担割合等

保険証

マイナン
バーカード

または

提示 電子証明書格納

個人単位
被保険者番号印字

（※ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰと1対1で対応した符号）

国保連

保険医療機関・保険薬局

①

② ③

被保険者の資格履歴を
個人単位で一元的に管理

電子証明書
情報

電子証明書
情報

オンラインで資格確認

新規取組

１０



 

区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年１２月６日 

件   名 国保財政健全化計画の進捗について 

所管部課名 区民部国民健康保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

 

国保財政健全化計画とは、国が都道府県及び市区町村に対して、国保財

政の赤字補てんを目的とした一般会計からの繰入金を削減するための計

画策定を求めたものである。 

足立区は平成３０年３月に東京都へ国保財政健全化計画書を提出し、令 

和元年９月に国保財政健全化計画実施状況報告書を提出した。 

ついては、以下のとおり、国保財政健全化計画の進捗を報告する。 

 

１ 赤字削減・解消のための基本方針 

  ・ 保険料の収納率向上 

  ・ 特別区独自の保険料激変緩和の毎年１％引き上げ 

  ・ 医療費の適正化 

 

２ 赤字削減予定額（平成３０年度から令和５年度までの６年間） 

  １２億６百万円 

 

３ 当初計画上の削減予定額及び平成３０年度実績 

 

 ・当初計画上の削減予定額             （百万円） 

年度 ３０ 元 ２ ３ ４ ５ 合計 

削減 

予定額 

0 232 236 241 246 251 1,206 

 

 ・実績値（元年度以降は見込み）          （百万円） 

年度 ３０ 元 ２ ３ ４ ５ 合計 

削減 

予定額 

325 

 

232 236 241 246 251 1,531 

  当初計画では、３０年度の目標値は０百万円であったが、保険料収納

率の上昇等による増収により、約３億２千５百万円の赤字削減を達成し

た。２年度以降の削減予定額については、必要に応じて見直していく。 

 

４ 国保財政健全化計画の公表（東京都） 

  令和２年３月を目途に、東京都が各市区町村の国保財政健全化計画を

取りまとめ、公表する方針を示した。公表内容については、今後、各市

区町村と協議するとのこと。 

問 題 点 

今後の方針 

 平成３０年度は、保険料収納率の対前年度５．１５％上昇（６５．８１％ 

→７０．９６％）等により、約３億２千５百万円の赤字削減を達成した。

令和元年度以降も収納率向上等に努めることにより、６年間での赤字削 

減額を達成する見込みである。 
 

１１ 



区 民 委 員 会 報 告 資 料 

 

令和元年１２月６日 

件   名 後期高齢者医療保険料率の改定「算定案」について 

所管部課名 区民部高齢医療・年金課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後期高齢者医療制度の保険料率は、２年毎に改定することとされており、

東京都後期高齢者医療広域連合が令和２・３年度の保険料率の算定を進めて

いる。令和元年１２月に示された「算定案」は下記のとおりである。 

 

記 

 

１ 保険料率の検討内容 

（１）現行の保険料との比較（収入による年間保険料額の比較は別紙１参照） 

 

 現行の保険料 
令和２・３年度改定算定案 

金額 現行との差 

均等割額 ４３，３００円 ４４，２００円 ＋９００円 

所得割率 ８．８０％ ８．８１％ 
＋０．０１ 

ポイント 

一人当たり 

平均額 
９７，１２７円 １０１，２５４円 ＋４，１２７円 

 

（２）保険料算定のための基礎数値（別紙２参照） 

 

   令和元年度 令和２年度 令和３年度 

被保険者数 

（前年度比） 

1,572,000 人 

（＋3.08％） 

1,597,000 人 

（＋1.59％） 

1,609,000人 

（＋0.75％） 

医療給付費 

（前年度比） 

1,345,023,869千円 

（＋3.91％） 

1,370,922,292千円 

（＋1.93％） 

1,385,780,212千円 

（＋1.08％） 

一人当たり 

医療給付費 

（前年度比） 

855,613 円 

（＋0.81％） 

858,436 円 

（＋0.33％） 

861,268円 

（＋0.33％） 

  ※ 被保険者数は推計値。 

  ※ 医療給付費の令和元年度は実績見込み値、令和２・３年度は推計値。 

 

１２ 



（３）都広域連合独自の保険料抑制対策（ア、イ合計：２年間で約２１５億円） 

   ア、イの費用を各区市町村が負担する。足立区は年間約５億円（前年度

比約６千万円増）の負担の見込み。 

   この対策により年間保険料を約６，０００円抑制。 

ア 特別対策 

・ 葬祭費      （８２億円） 

・ 審査支払手数料  （６６億円） 

・ 保険料未収金補填 （６３億円） 

イ 低所得者の所得割額軽減 

    ・ 低所得者の所得割を５０％、２５％軽減 （４億円） 

 

（４）今後の検討で想定される保険料の主な増減要因 

① 一人当たり医療給付費の伸び。 

② 診療報酬の改定。 

③ 国からの通知による各種係数等の変更。 

   

２ 今後の主な予定 

特別対策の実施には広域連合の規約改正が別途必要である。 

 

 スケジュール 

  令和２年１月     広域連合より保険料率最終案の提示 

      １月下旬   広域連合議会における保険料率の議決 

      ２月     規約改正について区議会へ上程 

       

問 題 点 

今後の方針 

 広域連合による今後の保険料算定の動向を注視し、必要な手続きについて速

やかに進めていく。 

 

１３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※ 軽減特例の廃止により、令和元～２年度は低所得者で均等割に逆転現象が生じる。 

年金収入 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

８０万円以下 ９割軽減  ８割軽減 ７割軽減 ７割軽減 

１６８万円以下 ８．５割軽減 ８．５割軽減 ７．７５割軽減 ７割軽減 

  
 

 

公的年金 

収入額 

Ｒ元年度 

保険料額 

Ｒ２年度 

保険料額 増加額 増加率 

８０万円 ８，６００円 １３，２００円 ４，６００円 ５３．５％ 

１００万円 ６，４００円 ９，９００円 ３，５００円 ５４．７％ 

１６８万円 １３，０００円 １６，５００円 ３，５００円 ２６．９％ 

１７３万円 ３４，８００円 ３５，３００円 ５００円 １．４％ 

１９６万円 ５９，４００円 ５９，９００円 ５００円 ０．８％ 

２１９万円 ９２，７００円 ９３，５００円 ８００円 ０．９％ 

２４０万円 １１９，８００円 １２０，８００円 １，０００円 ０．８％ 

５００万円 ３１９，１００円 ３２０，３００円 １，２００円 ０．４％ 

８２０万円 ５６２，９００円 ５６４，４００円 １，５００円 ０．３％ 

８８９万円 ６２０，０００円 ６２０，０００円 ０円 ０％ 

保険料の賦課限度額 

（※） 

（※） 

（※） 

別紙１ 

 

年間保険料額比較（年金のみ単身者） 

 

１４ 



別紙２

１５

500,000

700,000

900,000

1,100,000

1,300,000

1,500,000

1,700,000

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

被保険者数、医療給付費の推移

医療給付費 一人当たり

医療給付費

被保険者数

医療給付費（千円）

一人当たり医療給付費（円）
被保険者数（人）

※ 令和元年度の被保険者数は推計値、他２つは実績見込み。

令和２年度以降はいずれも推計値。



 

 

区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年１２月６日 

件   名 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

所管部課名 区民部高齢医療・年金課  

内   容 

令和元年５月１５日に、高齢者の保健事業と介護予防との一体的実施に

関する規定を盛り込んだ健康保険法等改正法が成立し、区市町村による事

業を実施するよう方針が示された。 

その中で、本年１０月１６日、厚労省から具体的な事業実施に向けた「高

齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン 第２版」が示され、区は令

和２年度の実施に向け、庁内関係所管により検討を行っている。 

 

１ 区市町村における実施のイメージ（別紙１～３参照） 

・ 高齢者一人ひとりの医療、介護の情報を一括把握 

・ 地域の高齢者の健康課題を整理・分析 

・ 医療専門職による高齢者に対する個別的支援及び通いの場等への 

積極的な関与（フレイル対策を視野に入れた取り組みの実施） 

・ 医療関係団体等との連絡調整（特に三師会の協力を得つつ事業を 

進める） 

 

２ 実施方法 

後期高齢者医療制度の保険者である広域連合が、事業を区市町村に委

託し、委託を受けた区市町村は医療専門職（保健師、管理栄養士、歯科

衛生士）がコーディネートし事業を実施する。 

 

３ 事業経費 

広域連合から区市町村へ委託事業費が交付される。それに対して国か

ら広域連合へ特別調整交付金が交付される。 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 
進捗状況については、今後も逐次、報告していく。 

 

１６ 



１７

03068650
テキストボックス
別紙１

03068650
テキストボックス



１８

03068650
テキストボックス
別紙２

03068650
テキストボックス



１９
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区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年１２月６日 

件   名 平成３０年度東京都後期高齢者医療広域連合決算について 

所管部課名 区民部高齢医療・年金課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都後期高齢者医療広域連合の平成３０年度決算の概要を報告する。 

なお、決算に関係する基礎数値は下表のとおり。 

 

  ［決算関係基礎数値］              3月 31日現在 

 
広域連合 足立区 

人数 前年度増減 人数 前年度増減 

被保険者数 1,551,031 人 
50,925 
3.4％増 

84,133 人 
3,085 
3.8％増 

 

１ 一般会計歳入歳出決算 （内訳は別紙１） 

(下段は平成 29年度)                 単位:千円 

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 

6,932,564 

(5,409,430) 

28.2％増 

6,850,285 

(5,339,345) 

28.3％増 

82,279 

(70,085) 

17.4％増 

※ 歳入歳出差引額 82,279千円は、翌年度に繰り越している。 

※ 数値については、原則として表示単位未満を四捨五入し、一部端数の

調整をしています（以下同じ）。 
 
（１）足立区の負担額 

分担金及び負担金（区市町村事務費負担金）4,376,987千円 

   ※ 足立区の負担額 231,547千円（前年度比 8,450千円、3.8%増） 

 

２ 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 （内訳は別紙２） 

(下段は平成 29年度)                 単位:千円 

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 

1,385,860,958 

(1,349,818,929) 

2.7％増 

1,346,245,560 

(1,314,492,946) 

2.4％増 

39,615,398 

(35,325,983) 

12.1％増 

※ 歳入歳出差引額 39,615,398千円は、翌年度に繰り越している。 
 
（１）足立区の負担額 

区市町村支出金（保険料等・療養給付負担金） 276,941,000千円 

   ※ 足立区の負担額 13,605,376千円（前年度比 872,061千円、6.8%増） 

   ※ 前年度比が 6.8%増と被保険者数の増減率に比べ大きく保険料収入

を増やすことができたので、広域連合へ多く収めることができた。 

２０ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成３０年度の主要施策 

（１）保険給付と医療費の適正化 

ア レセプト点検について 

広域連合の再審査等による効果額 

190,688件、11,729,552千円（前年度比 510件、688,874千円増） 

※ 足立区の再審査等による効果額 

8,688件、654,460千円（前年度比 707件、71,694千円増） 

イ ジェネリック医薬品差額通知について 

広域連合の発送件数、一月当たり軽減効果額 

594,674件、551,681千円（前年度比 45,239件、94,094千円増） 

※ 足立区の発送件数、一月当たり軽減効果額 

29,922件、 32,387千円（前年度比 1,733件、296千円増） 

 

（２）保険料等の軽減対策 

国の低所得者等対策として、保険料の均等割額の軽減を実施、併せて、

広域連合独自に所得割額の軽減措置上乗せ（50％又は 25％）を実施し、 

被保険者の保険料負担の軽減を図った。 

 広域連合の対象者、軽減額 

延 968,925人、金額は 28,098,291千円 

（前年度比 56,075人減、548,253千円増） 

  ※ 足立区の対象者、軽減額 

約延 64,000人、1,700,000千円 

（前年度比 1,000人減、100,000千円増） 

 

（３）健康診査事業の推進 

後期高齢者の健康診査を、区市町村に事業を委託して実施。受診率は全

体では 52.19％（前年度 52.90％）、足立区では 52.84％（前年度 54.37％）

と、わずかながら都全体を上回った。 

足立区においても受診率が減少傾向のため、今年度から未受診者への再

度の勧奨通知の発送を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

後期高齢者医療制度については、今後、被保険者数の増等により医療給

付費のさらなる増加が見込まれている。保険者である広域連合による医療

費適正化策に協力していくなど、連携を強めていく。 
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別紙１ 

平成３０年度東京都後期高齢者医療広域連合決算 各会計内訳 

 

１ 一般会計決算額内訳【歳入】                     単位:千円 

項目 H30年度決算 H29年度決算 差額・増減率 主な増減要因 

分担金及び負担金（区

市町村事務費負担金） 

4,376,987 

 

4,228,280 

 

148,707 

3.5％ 

高額療養費制度改正、

被保険者証一斉更新

による事務費の増 

財産収入（基金運用に

伴う利子収入） 

20 

 

19 

 

1 

5.3％ 

 

繰越金（前年度からの

繰越金） 

70,085 

 

76,485 

 

△6,400 

△8.4％ 

 

諸収入（預金利子等） 
21 

 

30 

 

△9 

△30.0％ 

 

繰入金（基金・特別会

計からの繰入金） 

2,485,375 

 

1,104,540 

 

1,380,835 

125.0％ 

システム機器更改に

よる事務費の増 

寄附金（一般寄附金） 
76 

 

76 

 

0 

0.0％ 

 

合 �計 
6,932,564 

 

5,409,430 

 

1,523,134 

28.2％ 

 

 

２ 一般会計決算額内訳【歳出】                     単位:千円 

項目 H30年度決算 H29年度決算 差額・増減率 主な増減要因 

議会費（議員報酬・需

用費等） 

1,938 

 

2,442 

 

△504 

△20.6％ 

 

総務費（一般管理費等） 
540,295 

 

463,547 

 

76,748 

16.6％ 

 

民生費（特別会計への

繰出金） 

5,332,572 

 

4,072,311 

 

1,260,261 

30.9％ 

システム機器更改、高

額療養費制度改正、被

保険者証一斉更新に

よる特別会計の事務

費の増 

諸支出金（基金�への積�

立金�） 

975,480 

 

801,045 

 

174,435 

21.8％ 

 

合 計 
6,850,285 

 

5,339,345 

 

1,510,940 

28.3％ 

 

※ 広域連合では、後期高齢者医療特別会計へ繰り出す際に、予算科目として民生費に

計上している。 

 

 

 

 

 

 ２２ 



別紙２ 

３ 特別会計決算額内訳【歳入】                     単位:千円 

項目 H30年度決算 H29年�度決算 差額・増減率 主な増減要因 

区市町村支出金（保険

料・療養給付負担金） 

276,941,000 

 

264,545,587 

 

12,395,413 

4.7％ 

被保険者数・一人当た

り保険料額の増加に

伴う保険料の増及び

被保険者数の増加に

伴う療養給付費の増 

国庫支出金（療養給付

費・財調交付金等） 

375,448,261 

 

365,249,396 

 

10,198,865 

2.8％ 

被保険者の増加に伴

う療養給付費の増 

都支出金（療養給付

費・高額医療費負担金） 

105,041,002 

 

101,551,471 

 

3,489,531 

3.4％ 

被保険者の増加に伴

う療養給付費の増 

支払基金交付金（後期

高齢者交付金） 

577,407,808 

 

563,987,403 

 

13,420,405 

2.4％ 

被保険者の増加に伴

う療養給付費の増 

特別高額医療費共同事

業交付金 

462,435 

 

416,203 

 

46,232 

11.1％ 

 

財産収入（基金利子） 
201 

 

1,188 

 

△987 

△83.1％ 

 

繰入金（一般会計・基

金からの繰入） 

13,582,252 

 

9,982,668 

 

3,599,584 

36.1％ 

 

繰越金（前年�度からの

繰越金） 

35,325,983 

 

42,653,023 

 

△7,327,040 

△17.2％ 

 

諸収入（第三者納付金

等） 

1,652,016 

 

1,431,990 

 

220,026 

15.4％ 

 

合 計 
1,385,860,958 

 

1,349,818,929 

 

36,042,029 

2.7％ 

 

 

４ 特別会計決算額内訳【歳出】                     単位:千円 

項目 H30年度決算 H29年度決算 差額・増減率 主な増減要因 

総務費（一般管理費等） 
4,522,759 

 

3,497,790 

 

1,024,969 

29.3％ 

 

保険給付費（療養給付

等） 

1,301,490,139 

 

1,267,604,242 

 

33,885,897 

2.7％ 

被保険者の増加に伴

う療養給付費の増 

特別高額医療費共同事

業拠出金 

465,646 

 

409,603 

 

56,043 

13.7％ 

 

保健事業費（区市町村

への健診委託等） 

5,032,560 

 

4,868,073 

 

164,487 

3.4％ 

 

基金積立金 
11,654,022 

 

12,273,958 

 

△619,936 

△5.1％ 

 

諸支出金（国・都・区

市町村への返還、一般

会計への繰出金） 

23,080,434 

 

25,839,280 

 

△2,758,846 

△10.7％ 

 

合 計 
1,346,245,560 

 

1,314,492,946 

 

31,752,614 

2.4％ 

 

 ２３ 
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